
 

 

 
 

 
入札契約制度の見直しを行います 

 

 

川崎市ではこの度、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（以下、「入契

法」という）」の改正に伴う対応として、「労務費ダンピング調査」を、また、事業者に対す

る、より適正な評価及び事業者の技術力等の向上や社会的貢献への意欲向上を目的として、

「主観評価項目制度」の見直しについて実施することといたしましたので、お知らせします。 

 

１ 労務費ダンピング調査の実施について 

 

（１）概要 

落札候補者が提出した積算内訳書に記載されている直接工事費（労務費だけではなく材

料費等も含めた合計額）の金額が、本市設計額の一定水準を下回る場合、書面等でその理

由の確認を行うものです。 

 

（２）実施時期及び対象案件 

 令和８年１０月１日以降に公告する総合評価落札方式を適用する工事（試行実施） 

 

（３）調査手順 

調査手順については次のとおりです。なお、労務費ダンピング調査は従来の入札参加資格

の審査（配置予定技術者の資格審査等）と並行して実施いたします。 

 

① 落札候補者が提出した積算内訳書の直接工事費（労務費だけではなく材料費等も含め 

た合計額）の金額が、本市設計額の一定水準額以上かの確認を行います。なお、一定水準

額は本市設計書における直接工事費×０．９７とします。 

ア 落札候補者の直接工事費≧本市設計書における直接工事費×０．９７  

⇒労務費ダンピング調査は実施いたしません。 

イ 落札候補者の直接工事費＜本市設計書における直接工事費×０．９７  

⇒労務費ダンピング調査を実施します（②に進みます）。 

  調査対象者となった旨は、契約課から落札候補者の連絡と同時に行います。 

② 労務費ダンピング調査回答書にて、その金額とした理由につき、市で確認を行います。 

③ 市で確認をした結果 

ア 合理的な回答と認められる場合   

  ⇒調査は終了となります。 

令和８年８⽉５⽇ 



   

 

  イ 合理的な回答と認められない場合  

⇒本市から建設Ｇメン（国土交通省所管）に通報するとともに、本市から建設業法

及び関連法令を遵守し改善措置を講じるよう受注者に要請いたします（なお、その

場合でも法的に契約締結の効力が無効となることはありませんが、建設Ｇメンか

ら受注者に調査が行われる場合があります）。 

 

（４）実施フロー図 

 
 

 

２ 主観評価項目制度の見直し 

事業者をより適正に評価するとともに、技術力等の向上及び社会的貢献への意欲向上

を目的とした主観評価項目制度に、以下のとおり項目を新設します。 

 

（１）概要 

健康経営に取り組む事業者の更なる意欲向上を促し、市内事業者の働きやすい職場環

境づくりを支援することを目的として、「健康経営優良法人（認定取得）」（１０点）を新

設します。「健康経営優良法人認定制度」は、健康経営に取り組む法人を可視化し、従業

員・求職者・取引先・金融機関等から評価される環境を整えることを目的とした経済産業

省による顕彰制度です。 

 

 



   

 

 

〔本市の事業者申請により登録する主観評価項目〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）実施時期 

令和９年４月１日から、業者登録申請（随時申請・変更申請）の受付を開始します。 

 


